
公　正　取　引　№ 823 ─ 2019.5

─ 1 ─

【随想】
積読の効用 鈴村　興太郎 3

〔特集　景品表示法におけるコンプライアンス・プログラム〕

景品表示法におけるコンプライアンス・プログラム 植村　幸也 4

景品表示法のコンプライアンス・プログラムを構築するあたり、留意すべき点を述べ
た弁護士による論文

食品表示の法的リスクとコンプライアンス上の留意点～景品表示法、食品表示法等の法
　律実務と執行傾向を踏まえて～ 長橋　宏明 11

食品表示のコンプライアンスを構築するにあたり、複数の法令間の関係を矛盾なく捉
える必要性を述べた弁護士による論文

日産自動車株式会社に対する課徴金納付命令の取消しについて（平成30年12月21日　消
　総総第710号） 向田　直範 20

消費者庁が平成29年6月24日に景品表示法違反（有料誤認）で行った課徴金納付命令に
ついて行政不服審査法に基づき審査請求が行われた事件の評釈

第34回「横田正俊記念賞」の選考について  26

CMAにより再販売価格拘束に対して制裁金が課された一事例についての考察 井上　朗 30
英国競争・市場庁が、2016年5月24日に制裁金賦課決定を発令したITW事件を題材に、再販売
価格拘束に対する英国競争法の適用及び英国競争・市場庁の近年の執行傾向を解析した弁護士に
よる論文

【審決・判決評釈】
山陽マルナカ事件審決の検討─優越的地位と濫用行為を中心に─ 土田　和博 39
公取委が平成23年6月23日に独占禁止法違反（優越的地位の濫用）で排除措置命令及び課徴金納
付命令を行った事件についての排除措置命令の一部変更及び課徴金納付命令の一部を取り消す旨
の審決についての評釈

新日鐵住金株式会社による山陽特殊製鋼株式会社の株式取得に関する審査結果について
 伊藤　伸明、永井　佐保子 49
公取委が平成31年1月18日に審査を終了した旨を公表した企業結合審査についての担当官解説

【事件解説】
大阪瓦斯株式会社に対する警告について 山口　正行、奥村　正和 55
公取委が平成31年1月24日に独占禁止法違反（優越的地位の濫用）で警告を行った事件の担当官
解説

株式会社柿安本店に対する勧告について 齋藤　誠誉、林　伸明 59
公取委が平成31年2月21日に下請法違反（下請代金の減額の禁止）で勧告を行った事件の担当官
解説

No.823公  正  取  引
～ 競 争 の 法 と 政 策 ～ 公益財団法人 公正取引協会

2019年 ５月



公　正　取　引　№ 823 ─ 2019.5

─ 2 ─

株式会社イトーヨーカ堂に対する勧告について 前田　豊、更谷　一誠、須藤　信行 61
公取委が平成31年2月15日に消費税転嫁対策特別措置法（減額及び買いたたき）で勧告を行った
事件の担当官解説

株式会社エネルギア・コミュニケーションズに対する措置命令及び課徴金納付命令について
 山中　義道、佐藤　政康、清水　喬 64
消費者庁が平成29年3月24日に景品表示法違反（有利誤認）で措置命令及び平成30年3月23日に
課徴金納付命令を行った事件の担当官解説

【米国・ＥＵ独禁法判例研究】
第126回　国際スケート連盟の資格規則をEU機能条約101条違反とした欧州委員会決定
 小畑　徳彦 67
欧州委員会が、国際スケート連盟の資格規則が競争を制限する事業者団体の決定に該当し、EU
機能条約101条に違反するとする決定を行った事件の評釈

【速報　独禁法事件のポイント】
今治タクシー事業協同組合に対する警告について（平成31年3月26日警告） 多田　修、溝渕　彩月 75

【会員だより】
AGCグループにおけるコンプライアンスの取組について 小林　純一 76

【書評】
岡田羊祐 著『イノベーションと技術変化の経済学』 後藤　晃 78

【記者の目】
変わり続ける公正取引委員会像 小寺　陽一郎 79

【海外だより】
成長するセルビアと日本企業の進出 塩谷　敦子 80

スポーツ団体の移籍・登録ルールに関する競争法の適用 杉山　翔一 81

◯公取委の動き  82　 ◯海外競争政策の動き  83　 ◯独占禁止法関係文献月報  88　  ◯公正取引協会のページ  89


